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⼀般社団法⼈⽇本地質学会理事会規則 
 

 
第１章 総 則 

（⽬ 的） 

第１条 本規則は，⼀般社団法⼈⽇本地質学会定款（以下定

款という）第 51 条に基づき定める．（規則の変更） 

第２条 この規則の変更は，理事会の議決によって⾏い，総

会に報告する． 

第２章 役員の選任 

（会⻑，副会⻑，執⾏理事の選任および⽋員補充） 

第３条 理事会は，役員改選後の第１回理事会において，会

⻑および副会⻑を選任する．なお，選任にあたっては，会

員の意向投票を尊重する． 

２ 理事会は，理事の互選により，執⾏理事を選任し，執⾏

理事の中から常務理事ならびに副常務理事をそれぞれ１

名選任する． 

３ 理事会は，前項により選任された会⻑，副会⻑，常務理

事・副常務理事ならびにその他の執⾏理事を，定款第 33 条

に基づき代議員に報告する． 

４ 理事会は会⻑に事故ある場合に備え，会⻑職の継承順

位を定める．継承順位は副会⻑ 2 名の年⻑者を優先する．

継承会⻑は代表理事となり，その任期は前任者の残任期間

とする． 

５ 副会⻑のいずれかに事故ある場合には⽋員補充をせず

に，他の副会⻑がその任務を代理するものとする．ただし，

残任期間が６か⽉以上ある場合には，副会⻑の任務を補佐

する者を，理事の中から会⻑が指名することができる．指

名された理事は「副会⻑補佐」として，⽋員となった副会

⻑の残任期間を務める． 

６ 執⾏理事に⽋員が⽣じた場合には，理事会の互選によ

り補充する．補充執⾏理事の任期は前任者残任期間とする． 

（理事会議⻑・副議⻑の選任） 

第４条 理事会は，会⻑，副会⻑および執⾏理事以外の理事

の中から議⻑１名，副議⻑１名を互選により選出する． 

２ 議⻑および副議⻑の任期は１年とし再任はさまたげな

い． 

３ 副議⻑は議⻑を補佐し，議⻑に事故あるときにはその

職務を代⾏する． 

第３章 理事の職務権限等 

（執⾏理事の特命ならびに担当職務） 

第５条 理事会は，執⾏理事が業務の執⾏を担当する事業

部会と業務委員会の担当職務を指定する． 

２ 理事会は，必要に応じて執⾏理事に特命職務を指定で

きる． 

３ 執⾏理事の特命ならびに担当職務は，理事任期中とす

る． 

（執⾏理事の職務権限） 

第６条 執⾏理事は，特命ならびに担当業務の執⾏にあた

っては理事会議決内容に沿ってこれを⾏い，理事会の議決

を要する業務の執⾏は⾏わない．業務の執⾏状況ならびに

結果は随時執⾏理事会および理事会に報告する． 

２ 執⾏理事全員に対し執⾏理事会に報告するべき事項を

通知した場合には，執⾏理事会への報告を要しない． 

（理事の取引の制限） 

第７条 理事は，定款第 39 条第１項各号に定められた取引

を⾏う場合には，以下の各号に従い理事会に報告し，その

承認を得なければならない． 

(l) 理事は，理事会に対し取引の内容，取引の当事者，その

取引と学会ならびに学会の事業との関係，取引を⾏おうと

する理事と学会の利益相反に関する内容などの重要な事

実を開⽰しなければならない． 

(2) 理事会は報告を受けて直ちに審議を⾏い，その取引の

諾否を決める．取引を⾏おうとする理事は，理事会の審議

の場で詳細な説明を求められた場合にはそれに答えなけ

ればならない． 

(3) 承認を得た取引について，これを⾏った理事は，その

結果を直近の執⾏理事会に報告するとともに理事会に報

告する． 

２ 事前に理事会の承認を得ずに⾏われようとする定款第

39 条第１項各号に定められた取引は，いかなる理由によっ

ても学会はこれを⾏わず，追認も⾏わない． 

第４章 執⾏理事会 
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（設置および構成） 

第８条 理事会は，業務を執⾏するために執⾏理事会を設

置する．執⾏理事会は，会⻑，副会⻑，常務理事，副常務

理事ならびにその他の執⾏理事により構成する． 

（招集および開催） 

第９条 執⾏理事会は，定例⽇を定めて会⻑が招集し，年 10

回程度開催する． 

２ 執⾏理事会の構成員が議題を定めて執⾏理事会の開催

を要請した場合，会⻑は臨時執⾏理事会を招集する． 

３ 執⾏理事会の審議の⼀部は，会⻑が認める場合には電

磁的⽅法により⾏い，審議に加わることのできる執⾏理事

の全員が，書⾯または電磁的記録により同意の意思表⽰を

したときは，議決することができる．その結果は直近の執

⾏理事会議事録に記録されるものとする． 

４ 事前に傍聴を希望した会員は，執⾏理事会に陪席する

ことができる．また，執⾏理事が必要とし会⻑が認める者

を招聘することが出来る． 

（定⾜数および議決） 

第10条 執⾏理事会は，構成員の過半数の出席がなければ，

会議を開くことができない． 

２ 執⾏理事会の議決は，議決に加わることができる執⾏

理事の過半数が出席し，その過半数をもって決する． 

（議事範囲） 

第 11 条 執⾏理事会は，以下の各号に⽰す事項を議決でき

ない． 

(l) 各事業年度の事業計画および予算案 

(2) 各事業年度の収⽀決算書および財産⽬録についての

会計監査報告 

(3) 各事業年度事業報告および収⽀決算報告 

(4) 理事会が設置した委員会などの答申内容 

(5) 名誉会員の推薦，学会表彰等の候補者の決定 

(6) 会員の除籍，除名 

(7) その他理事会専決事項と理事会が設定すること 

（運営と報告） 

第 12 条 執⾏理事会の議⻑は，常務理事または副常務理事

がこれにあたる．両者が⽋席の場合には，会⻑の指名する

執⾏理事がこれにあたる． 

２ 執⾏理事会の議決は，議⻑を除く出席者の過半数をも

って決する． 

３ 執⾏理事会の議事録は議⻑以外の者が作成し，執⾏理

事に電磁的⽅法により回覧の上で，出席者２名の署名をも

って確定する． 

４ 確定した執⾏理事会議事録は，電磁的⽅法により速や

かに理事会ならびに監事に報告するとともに，ホームペー

ジならびにニュース誌により会員に通知する． 

第５章 理事会の組織 

（事業部会） 

第 13 条 理事会は，執⾏理事会の下につぎの事業部会をお

く． 

(l) 運営財政部会 

学会の事務および財政の運営を担当する．業務委員会とし

て，総務委員会をおく 

(2) 広報部会 

学会のホームページ管理，ニュース誌等の発⾏を含む広報

活動を担当する. 業務委員会として，広報委員会をおく． 

(3) 学術研究部会 

学会の学術研究，地質学に係る各種基準の策定・整備およ

び国際交流の推進を担当する．業務委員会として，⾏事委

員会，専⾨部会連絡委員会，国際交流委員会，地質標準化

委員会を置く. また，各種研究委員会との連絡，調整を図

る． 

(4) 編集出版部会 

学会が出版する地質学雑誌，Island Arc等の企画編集，関

連学会との連絡調整，出版を担当する．業務委員会として，

地質学雑誌編集委員会， Island Arc 編集委員会，企画出版

委員会をおく． 

(5) 社会貢献部会 

学会が⾏う地質学の普及・教育活動その他の社会貢献活動

を担当する．業務委員会として，地質技術者教育委員会，

地学教育委員会，⽣涯教育委員会をおく． 

２ 理事会は，各事業部会の担当執⾏理事を定めて部会⻑

とする．部会⻑は事業部会を代表・統括する． 

３ 業務委員会は委員⻑および若⼲名の委員から構成され，

委員⻑および委員は正会員の中から部会⻑の推薦により

理事会が選出し，会⻑が委嘱する．任期は２年とし，再任

はさまたげない． 
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（理事会に置くその他の組織） 

第 14条 理事会は，恒常的な業務運営のためにつぎの組織

をおく．それぞれの組織の構成，任務，運営の詳細は理事

会が別途定めるとともに，関連する執⾏理事会の各事業部

会，業務委員会と連携して活動する． 

(1) ⽀部⻑連絡会議 

(2) 地質災害委員会 

(3) 名誉会員推薦委員会 

(4) 各賞選考委員会 

(5)ジェンダー・ダイバーシティ委員会 

(6) ジオパーク⽀援委員会 

２ 前項のほか，理事会は，学会の事業運営推進のため理事

会が必要としたもの，ならびに会員からの要請・提案によ

る場合に，理事会決議により委員会を設置することができ

る． 

３ 前項の委員会の⽬的・任務，組織構成，運営の詳細は理

事会が定める． 

４ 第２項により設置される委員会は，設置期間を定めな

いものと設置期限付きのもの２種とし，期限付き委員会の

設置期間は最⼤２年とする．但し，理事会決議により，期

限付き委員会の期限を延⻑することができる． 

５ 委員会は，理事会に対し，活動内容を報告するとともに，

設置の趣旨に基づいて，必要な提案ならびに諮問・要請を

受けた事項に対する適切な答申を⾏う． 

６ 理事会は，以下の場合に委員会を解散することが出来

る． 

(l) 設置の⽬的・任務が達成されたとき 

(2) 委員会設置期間が満了した場合 

(3) 委員会が解散を希望し，理事会が妥当と認めた場合 

(4) 委員会が本来の⽬的・任務を達成し得ないと理事会が

認め，議決したとき 

（専⾨部会） 

第 15 条 定款第 65 条に基づき，地質学の専⾨分野の研究

を恒常的に推進するために学術研究部会の下に専⾨部会

をおく． 

２ 専⾨部会は，理事会の議決により発⾜する． 

３ 専⾨部会は，代表者（専⾨部会⻑）と専⾨部会に属する

会員とからなり，専⾨部会が別途定める規則にしたがい運

営される． 

４ 専⾨部会が定める規則は理事会の承認を必要とし，専

⾨部会は年度ごとに代表者⽒名，連絡先，活動内容と活動

⽅針等，必要事項を理事会に報告しなければならない． 

５ 専⾨部会の活動において経費を要する場合は，事業計

画および予算案を事業年度開始１ヶ⽉前までに執⾏理事

会に提出し，理事会の承認を得ることを原則とする．事業

終了後は報告書を提出する． 

６ 専⾨部会に⼊会を希望する会員は専⾨部会代表者もし

くは学会事務局に申し出る．会員は１つ以上の専⾨部会に

所属することができる． 

７ 専⾨部会は，専⾨部会の表彰規則を定め，当該専⾨部会

の会員・⾮会員の個⼈および団体を表彰することができる．

表彰に際しては，学会本部の表彰と重複しないよう考慮す

る． 

８ 理事会が当該専⾨部会の廃⽌を適当と認めた時には，

理事会の議決により，これを廃⽌することができる． 

（研究委員会の設置・承認・解散等） 

第 16条 理事会は，定款第 66条に基づき必要な研究委員

会をおくことができる．会員の要請による場合には，つぎ

の内容を記した設⽴趣意書を理事会に提出し，承認を得る

ものとする． 

(l) 研究題⽇ 

(2) 研究委員会を必要とする理由 

(3) 研究委員会設置予定期間 

(4) 設置年度の事業と経費予算 

(5) 代表者⽒名，連絡先および予定される委員名 

(6) 研究委員会規則案 

２ 理事会は，設置する研究委員会の担当理事を定める．必

要に応じて，正会員の中から委員を選出する． 

３ 第１項第６号の研究委員会規則案は，理事会において

審議し決定する． 

４ 研究委員会の設置期間は最⼤２年とし，委員⻑を含む

委員の任期も２年とする． 

５ 研究委員会は，毎年度ごとに事業活動の報告ならびに

設置申請事項の変更を理事会に⾏うものとする．設置から

２年を経過する委員会は，事業活動の報告とともに以後の

研究委員会の継続の有無について，理事会に報告し，承認
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を得ることとする． 

６ 研究委員会は，その活動において経費を要する場合は，

事業計画および予算案を前年度末までに執⾏理事会に提

出し，理事会の承認を得ることを原則とする．事業終了後

は報告書を提出する． 

７ 理事会は，以下の場合に研究委員会を解散することが

できる． 

(l) 設置の⽬的が達成されたとき 

(2) 委員会設置期間が満了となったとき 

(3) 委員⻑が解散を希望し，担当執⾏理事が妥当と認めた

とき 

(4) 委員会が本来の⽬的を達成しえないと理事会が認め

たとき 

 

附則 

・本規則は 2009 年４⽉ 11 ⽇より施⾏する． 

・2010年９⽉ 17⽇⼀部改正 

・2011 年 12 ⽉３⽇⼀部改正 

・2012 ⽉４⽉７⽇⼀部改正 

・2018⽉４⽉７⽇⼀部改正 

・2020年 9 ⽉ 12 ⽇⼀部改正 

・2020年 12 ⽉ 5 ⽇⼀部改正 

 


